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日本の経済計画と国民所得勘定 (1)

子骨 回

I はじめに

(341) 21 

由山、

(1) 敗戦から30年， 資本主義の修正J混合経済等の掛け戸とともに f(国の

経済〕政策の基本的方向を示すとともに，民間企業や国民の活動の指針と Lょ

うJ"とする中期・長期の経済基本計画〔以下本稿ではこれを「経済計画」とよぶ〉

が数多くつくられてきた。閣議で正式に決定された最初の経済計画は，昭和30

年の経済自立5ヶ年計画である。そのあと昭和48年の経済社会基本計画に至る

18年の聞に，新長期経済計画，国民所得倍増計画，中期経済計画，経済社会発

展計画，新経済社会発展計画とつくられてきた。 Lかも中期経済計画以降の経

済計画は，計量経済モデノレを基礎においてつくられている。

ところが fこれらの計画に想定されている目標値の多くは，発足後1~2年

の聞に経済の実勢から大幅に訴離し，計画にもられている諸政最も十分に実施

されないままに計画の改訂を余儀なくされている。」の ζの引用は， 昭和44年に

経済審議会に設けられた経済計画基本問題研究委員会の報告の一節であるが，

この報告はつづけて度重なる計画の改訂が国民のなかに計画の有用性に対

する疑問k政府の経済政策に対する不信をひきお ζす一因となっている|旬こと

を認めざるをえなかった。にもかかわらず， ζのあとも同種の計量経済モデル

に依拠した新経済社会発展計画と経済社会基本計画がつくられ，いずれも 1~2

年で破綻を生じている。かくて経済自立5ヶ年計画以降の経済計画の平均寿命

1) 経済企画庁編『経済社会基本計画jJ (昭和48年，大蔵省印刷局)3頁。
2)， 3) 経済審議会総合部会経済計由基本問題研究委員会編『日本の経済計画jJ (昭和44年，大蔵
省印刷局)1頁。
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はわずか3年にすぎない。

一方中期経済計画のフレームは，国民所得統計とくに国民所得勘定にも依拠

していた。この経済計画をつくった計量経済そデルが，固民所得勘定と表裏一

体の関係にあったのである。わが困の閏民所得統計は，経済計画の作成方法，

とくにその計量的方法の「進化!と歩調を合わせてその整備がすすめられてき

たが，中期経済計画において両者の結合は一つの段階を画したとみることがで

きる。

(2) 周知のように，わが国の国民所得推計の歴史は中村金蔵による明治33年

のものまで遡ることができる。そのあと，山下哲太郎， J. ^タンプ， C.クラ

-!J ，土方成美，高橋亀吉らの民間による推計のほか，昭和5年，昭和10年の

両年に関しては内閣統計局による推計も行なわれた。これらのほとんどは，生

産統計と所得統計をιとにした生産国民所得の推計であった。しかし敗戦後に
なると分配国民所得や国民総支出も，戦力評価との関連でなされた戦時中の各

種の国民所得推計を基礎としながら(直接的には占領軍の指示により)， 推計され

るようになった。

一点同じく今次大戦中に，経済循環における生産・分配・支出の各局面を会

計学の勘定形式で把握する国民所得勘定が只トーンらによって案出されたが，

これは戦後各国で採用され， また国連や OEECによる標準化もすすめられた。

わが国でも，昭和27年に発表された「昭和26暦年国民所得報告』でアメリカの

方式をまねた国民所得勘定が「試算」されたペそのあと， 戦後はじめて閑議

的昭和27年はじめにまとめられた「昭和25暦年園民所得報告」のなかで24.25両暦年の社会勘定
が試算された。〈経済企画庁戦議恒済史編苫ん室編『戦後経済史〈国民所得編)~昭和"年，大蔵

省印刷局. 7頁.392頁.)同年7月に「昭和田暦年国民所得報告」が刊行されたが，そこでアメ
リカの勘定体系にならった次の6勘定による国民所得勘定が試算された。 (1) 国民所得と生産勘
定， (2) 事莱所得と生産の総合勘定， (創設府収入と支出白総合勘定.(4) 海外勘定， (5) 個人
臣忠 (6) 総貯蓄と投資勘定. r昭和20年度園民所得報告」の勘定体系では，本文にも示したと
お札これから[2)の事業所得と生産自総合勘定〈いわゆる企業勘定〉が落ちている e 土れは，ア
メリカ方式からエカフェ方式(国連むSNA方式をエカフェ諸国のために簡易化した方式で昭和
田年のアジア統計家会議でE式に採択されたもり〕に事行したためだ，とし弓. 【桂済企画庁編
『国民経済計算の改善に関する方策(圏民経済計算審議会答申)~昭和41昨. 47亘書照.)



日本り置済計画と国民所得勘定 (343) 23 

報告を経て発表された「昭和26年度国民所得報告J(昭和28年1月〉において 1

国民所得と支出. 2 個人所得とその処分. 3 財政収支. 4 海外収支，丘総

貯蓄と総投資の5勘定からなる勘定体系が:iF式に採用された邸内 これはその附

属委とともに「昭和39年度国民所得報告」まで継承された。とくに「昭和32年

度国民所得報告J(昭和34年〉からは，それまでの「報告」が国民所得の生産，

分配および支出の各系列の総額とその構成の表示に重点がおかれていたのに対

し I各経済主体の活動の相互関連をしめす勘定形式を中心に」ωとりまιめら

れ石ことになった。

このあと昭和初年の国民経済計算審議会の答申にもとづいて，附属表「分配

国民所得」の基本勘定くみ入れによる「完全接合方式」の採用を中心に大幅な

改訂がなされ I昭和40年度国民所得統計」 σ百和担年〕から現行の国民所得勘
定で公表されていることは，よくま日られているとおりである。

(3) 現行の国民所得統計における国民所得概念，および 1 国民総生産と総

支出勘定. 2 国民所得分配勘定. 3 個人勘定. 4.一般政府勘定. 5. 資本形

成勘定，丘海外勘定の 6基本勘定と， 要素費用表示の産業別国民純生産J 国

民所得の分配，国民総支出，実質国民総支出，インプリシグト・デフレーター，

市場価格表示の産業別国内総生産の 6附属表とからなる勘定体系に関しては，

すでに多くの批判が加えられている。なかでも山田喜志夫氏の批判がもっとも

基本的かつ体系的であるが. そのポイントは 1.国民所得概念が本源的所得

と派生的所得の区別を欠いていること，すなわち価値論的視点を欠いているこ

と。 2 国民所得の運動を社会的総資本の再生産過程，社会的総生産物の流通

過程の一環としてではなし所得の流通として孤立的にとりあげていること，

止と〈に直接的生産過程の分析が欠落していること.4. 素材的な国民所得の

生産・分配・支出を無視し，貨幣形態の循環にのみ分析を限定していること，

5 事後的な需給均衡のバラ γスを勘定形式で表示しているにすぎないこと，【

的 経済審議庁国民所得課編『戦直D国民所得一一怖・国民所得由書 .~ (昭和28年，学陽書房)
審照.

6) 経済企画庁編「昭和32年度国民所得白書~ (昭和34年，大蔵省印刷屑)はしがき 1頁.
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6 有効需要の大きさが国民所得の水準を決定するとみなすケイ:/;(的立場に

立っていると左，等々にあった"。

国民所得勘定の基本的件格がこのようなものだ左すれば，それと結合する計

量経済モデノレもケイ Y ズ流の有効需要原理と財政金融政策による経済成長主義

とを下敷きにせざるをえないであろう o 事実，中期経済計画のフレームをつく

った中期マクロモテVレの基本性格はそれであった。しかし経済成長主義が国際

的な通貨・資源危機を背景にイ γフレ・公害を中心とする国民生活の破壊のな

かでゆきづまっていくにしたがい，経済計画もその狙いと内容を変質させてい

しそして国民所得勘定と結合した計量経済モデノレと経済計画の内容との訴離

も大きくなっていく。

本稿は，わが国の経済計画の作成方法を歴史的にみるなかで，いかに国民所

得勘定と計量経済モデルが経済成長主義を基軸に結合していったか，またそれ

が経済高度成長の矛盾の累積とともに経済計画との背馳をいかに深めていった

かをみようとする。

11 高度成長開始期の経済計画と国民所得勘定

(l) 敗戦後最初につ〈られた経済計画は，昭和21年 3月に外務省特別調査委

員会が発表した「日本経済再建の基本問題」である九 このあと昭和初年まで

に各官庁で十指にあまる計画がつくられたがそのほとんどは日の目をみていな

い。その代表的なものは，昭和22年から 2ヶ年を要してつ〈られた経済復興計

画である。 ζれは「経済復興計画委員会から経本総裁〈首相〕へと答申され，正

式に採託される見込みであったが，吉田首相がそれに応じなかったために同計

画は走大な資料として眠ることになってしまったoJ9)すでに実施段階に入って

いた Fッジ・ラインが Iイγフレの漸進的収束，復興と安定との同時的推進

7) 山田喜志夫『再生産と国民所得の理論n (昭和43年，評論社)第l章

8) 外務省調査局特別調査委員会報告『日本経済再建の基本問題l (昭和21年，外務省調査局)。
9)， 10) 盛済企画庁職後経詩史編さん室編『戦撞経時史(経済政策編)， (昭和35年，大蔵省印刷

局)205頁。
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を狙う復興計画の構想J10lt両立しなかったためである。総じて，この時期の経

済計画が政府の正式決定となりえなかった理由は，占領軍との関係における政

治的なものによるu

経済復興計画第一次試案の狙いは，的経済再建の目標指標の提示による国民

の協力要請.(ロ)復興長期展望にもとっく政府施策の総合性一貫性の実現，付復

興に必要な外国援助の額と内容の年次的算出であったが，計画作成の方法は次

のようなものであった11)。すなわち， 目標年次における戦前の生{舌水準の実現

を基本目標とし，それに必要な生産水準および輸入量を品目別に算出する。ー

第1図経済復興計画の方法

巨豆至コ
(~外国揖助要請額)

(注) 宮ll;f勇=星野進保「わが国における経済計画D尭展J (稲葉秀三他編『講座日本経済』第
2巷所収)33頁。

11) 向上， 115-6買，稲葵秀三他監修 r日本の経済政章と経済計画， ('講座岡本経済』描2巻，開
和40年，日本評論社)5-6頁。
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方で品目別に積みトげて可能輸附額を求め，これと必要輸入額との差を必要援

助額として， とくにアメリカに要請する，とL、う形である。宮崎三星野氏に土

る図示を借りると第1図のようになる。

この経済復興計画第一次試案は，昭和23年 3月に経済安定本部に設けられた

経済復興計画委員会12'で検討されるなかで， 目標生活水準を切り下げ，さらに

外国援助の逓減と輸出の振興を正面に打ち出して「自立経済の実現J I目標

年次における国民経済が最小限度バランスのとれた形で循環しうる経済状態の

実現」へと後退していった13L しかし計画作成方式における「物動的積み上げ

方式」という特徴は不変である。そして最後にはドクジ・ラインによりお蔵入

りになる ζ とはすでにのべた。

このあと激動する国際情勢のなかで，方法的には経済復興計画と基本的に変

わらないいくつかの経済計画が「経済国立」を目指してつくられるが Iつぎ

つぎにつくられる経済計画もその作成が完了する ζろには経済の実態がまった

くはじめの想定とかけ離れてしまっているという状態」がつづいた。かくて昭

和30年までは I泡沫のごとく計画が作成されては消えていったし、わば経済計

画のジプシー・エイジ」正よばれている山3 それをもたらしたものは基本的に

は I独立」後の「日米経済協力の強化」である。これは当時の計画作成担当

官の次の述懐からも明らかである。 I日米経済協力の強化は，一方で日本経済

の重化学工業化を促進した反面. w自立」とは反対に，アメリカの援助を不可

避の前提とした経済計画の策定をもたらした。それは計画の性格としてがえっ

て対米依存を深め，実質的には経済自立の目標から遠ざかることとなったので

ある。J15l

(2) 以上，復興期の経済計画が品目別の生産計画を若本としていたのに対し，

12) 巨大独占やそDグループの代表からなる審議会と学者官官が動員されたその下部機構とLて
の分科会で経済計画がつくられるという方式はこの経済恒興計画委員会にはじまり，現行の経済
審議会に継承されている。
13) 前出『戦後経済史(経済政策編)~ 206-9頁。
14) 前出『日本の経済政策と経済計画]7-8頁尻
15) 向上.8頁。
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当時ようやく整備された国民所得統計との明示的な結びつきにおいてつくられ

た最初の経済計画が，経済自立5ヶ年計画である。両者の関連は. GNPがは

じめて計画の中心に据えられただけでなし個人消費支出・民間資本形成・政

府購入と分けられた国民総支出の「想定」が計岡のいまひとつの柱になった，

という意味で二重である。

政府(鳩山内閣〕がはじめて正式に策定したこの計画は I安定経済を基調と

して経済の自立と完全雇用の達成を図る」ことを目標としていたが161 そζで

とられた計画作成方法が俗にコノレム方式とよばれるものであった。これは，就

業者増加率と労働生産性上昇率から目標年次の国民総生産主推計し，次に生産

所得から分配・支出へと循環させ，その産出額に対応する総支出パターンをい

くつか想定したあと，循環のパラ γスを考慮に入れてそのなかの一つを選ぶ，

という方法であるべ具体的に経済自立5ヶ年計画では，まず就業者数(=労働

力人口一完全失業者数〕増加と労働生産性(=国民総生産÷就業者数〕上昇の推計か

ら， 国民総生産の規模を予測する。 次にこれに見合う国民総支出を， 個人消

費・民間資本形成・政府購入に分け，その構成の差にもとづいτ「いくつかの

総支出バター Yを想定し，輸出入の均衡との兼ね合いで最終的に支出パターン

が選択された。J16)乙の総生産ニ総支出に必要な輸入士 I平均輸入性向J(国民

総生産に大j"9るCIF建輸入額。iりを用いて求める(これには品目別積み上げによ

る検証が加えられる〉。 そして， この輸入と貿易外収支の赤字をカバーするに必

要な輸出規模を品目別市場別に設定して，とれを政策目標の中心に据えるので

ある。

こうして経済向立5ヶ年計画から国民所得勘定と経済計画との結びつきがし、

ちおう実現した。しかし，両者の完全な結合は昭和40年の中期経済計画までま

16) 経済企画庁『長期経済計i函に関する答申l (昭和30年)2頁。
17) 前出『戦後経済史〔経済政時編)~ 349-54頁， 大来佐武郎『経済計画l (昭和37年， 至誠堂〕
86-91頁等参照。なおこの方法の下敷きは， コルム・大来住芳占E訳『十年後の米国経済長期予
測の理論と実際~ (昭和35年，日本経済新聞社〉でおる ω
18) 前出『目;本の経済政策と経済計画l29頁a
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たねばならない。コルム方式では，国民所得の循環をとらえるといっても総生

産と総支出のベランスをみる(具体的には両者り辻つまを輸出入で古わず〉にとど

まっていたからである。そこではむしろ， GNPが経済計画の巾心に定着した

ことのもつ意義がより大きい。われわれはとの GNP主義の特徴を，昭和32年

の新長期経済計画の作成ではじめて用いられ，きらに昭和35年の国民所得倍増

計画においてもその作成方法の基本をなした「想定成長率法」のなかによりは

っきりとみることができる。

(3) 経済自立5ヶ年計画は昭和30年暮にスタートした。しかしその後の 12

ヶ年間の経済の拡大は計画に想定された成長率を大幅に上廻り，計画にあげら

れた目標のかなりの部分がすでに到達されるにいたった。しかも，経済拡大の

行きすぎは国際収支の不均衡を招来し，急激な引締め政策を必要ならしめた3

このような事情からして経済の安定的成長のために新たな指針が必要とされる

にいたったのである。J19)こうして策定されたのが新長期経済計画であっだ。こ

の計画は主要目的を r経済の安定を維持しつつできるだけ高い経済成長率を

持続的に達成1る乙とによっ CJ国民生活水準向上と完全雇用実現に接近する

こと，においた叩。かくて経済成長が正面にすえられた。 ーの目的は「昭和33

年度から 37年度にいたる 5ヵ年聞に ・年平均6.5%の経済成長率を維持達成

し， ζれにより昭和37年度におし、て 31年度に比べ498万人の雇用者の増加と，

国民一人当り 38%の消費水準の向上を実現する」と具体化されただけでなし

「最終年度の経済規模とその構造」として国民経済計算および生産・物流の主

要指標が示きれている円最終年次の経済の「規模と構造」を目標にかかげる

形は，乙のあとの経済計画においても基本的に継承される ζとになる。

またこの計画は 1政府は，計画実現の手段として直接的統制手段にうった

えることを極力抑制し，民間企業の創意と活動力が経済発展の原動力となるこ

19) 前向『戦後腫済史(経済政章編)J385頁コわが国の経済計画がスタートするやいなや隈済実勢
と謂離して次の計画に席を譲らざるをえな〈なる，というハターンはここにはじまる。
20) 睦済企画庁編「新長期経済計画， (昭和32年，大蔵省印刷局)3頁。
21) 向上， 19-25頁。
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とに期待をおき，主として計画内容の周知徹底や，財政，金融，貿易為苔政策

等の間接手段によって計画の実現をはかろうとするJ22)として 1民間部門計画

のガイド・ポユトとしての予測的性格と，政府部門についての実施計画的性格

の分離という考え方」を萌芽的にせよ最初に打ち出し，その後の経済計画の基

礎を与えた，と評価されている問。 ζれと，計画目標における GNP主義，作

成方法における想定成長率法を合わせ考えるとき，新長期経済計画こそ国民所

得倍増計画の原型であった， とみることができょう。

怨定成長率法の基本はきわめて単純である。まず戦前の平均に近い45%，最

近時点での高い成長率8.9%，両者の中間の 6.5%の三つの経済成長率を想定す

る。次に各ケースに関し，投資と貯蓄，国際収支，雇用需給，主要産業部門間

の発展の主主衡条件を検討し，高成長率の場合は雇用条件がよくなる半面，国際

収支・投資貯蓄のパラ γスが悪化するよLと，逆に低成長率の場合は雇用が悪化

すること等の理由で， 中聞の 6.5号告を選択する。 そしてこれを部門別にプレー

クダウンするのである24)0 要するに最初に経済成長率を外から与え，あとは循

環のバランスを調整するだけであるが，同民所得倍増計同では成長率が 110年

間で倍増」と単純に決められた代わり，〆、ランスの調整はより大がかりに行な

われた。

III 国民所得倍増計画と国民所得勘定

(1) 国民所得倍増計画の作成方法は，その担当者によって次のように要約さ

れている。少し長いが引用しよう問。 1先決されたGNPと構造パラメーター

の平均企業固定設備資本係数から固定設備資産が導かれ，ネットの投資額が算

出され，他方算出された資産を償却期間で割って減価償却額が算出される。個

人住宅投資も同様である。ここで，生産の最重要要素として固定設備資産をと

22) 向上. 12頁。

23) 前出『日本の経済政策と経済計画~ 12良。

24) 前出『新長期経済計画JI19-20頁。
25) 前出大来『経済計画JI99-100頁。
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り，資産の増加率と，先決された GNP成長率とで産業別国民所得を算出する。

算出された産業別国民所得から就業の所得弾陪値を使って就業需要を算出する。

この際あらかじめ，有業率，生産年齢人口から，労働供給量をだしておいて，

二次，三次産業労働需要に配分された残高を一次就業者とする方式をとった。

さらに産業別国民所得から，構造パラメータ一分配率を使って分配国民所得を

算出し，可処分所得から個人消費支出を算出して総支出につなげる方式をとっ

ている。個人消費支出を算出するにあたっては，個人の平均貯蓄性向を媒介に

している。総支出の内訳は，企業設備投資，個人住宅投資，在庫投資，行政投

資，政府消費，個人消費からなり，行政投資，政府消費は政策変数として，そ

のパラメーターはポリ、ンー・パラメーターである。したがって，第一次的には，

過去の対 GNE比率等できめる在庫投資は適正在庫投資比率をきめて算出して

おしこうしτ体系をー循環して出てきた消費支出を加えた GNEが，初めに

想定された GNPと一致サる保障はない。そ乙で GNPに 致させるため，ポ

リジー・パラメ タ を変イじさせ，一致するような値になるように動かす。こ

の際P制約条件は，財政パラ γスが収支過不足ないこと，貯蓄投資，国際収支

パラ y スが不ー致にならないということである。財政については，支出に見合

った収入について，間接税，佃人，法人税等のポリシー・パラメーターが対応

している。このような操作を経てえられたのが， 倍増時の経済構造である。」

一覧的には第2図のよう巳図示される。

国民所得倍増計画の作成方法をこれまでのそれと比較τると次のような特徴
を指摘しうるであろう o

付) まず分配国民所得の局面がはじめて導入され，生産・分配支出の三面

における国民所得が計画の土台になったことである。しかも，全体の循環が，

財政，貯蓄投資， 国際収支， 国民総生産と総支出(ないし総供給と総需要〉のパ

ランλで把握されている〈第 2図参照〉。かくてそのわくぐみにおいて国民所得

勘定とのリンクが実現した。

(ロ) しかし経済モデノレとしては，所与の国民総生産を前提とした上，各パラ
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国民所得倍増計画の方法

{資本指加率〉

夜田町

第z図

ンスを政策パラメーターの調整によって実現させるという構造であり，国民総

支出が生産水準を規定するといういわゆる有効需要の原理はまだくみこまれて

いない。これがくみこまれるのは中期マクロモデルからである。

国民所得勘定では無視されている労働需給バランスが与えられているこ

とは，就業需要応対して外生的に与えられた労働力供給を二次，

に配分してゆき最後に一次産莱で調整しようとした点と合わせ，

計画四本質主示すものとし亡興味深い問。

宮崎勇『経済計画の話Jl150頁。(注〉

三次産業の順

国民所得倍増

H 

過去の統計資料にあてはめた回帰係数を計画作成に用いる方法は新長期←) 
国民所得倍増計画でもモデルのポイ Y トで」、くつか使

われている(たとえば消費性向〉。これがそデノレの全体を網羅し，かつ相互依存の均

衡体系とされるのは，連立方程式毛デノレとしての中期マグロモデノレからである。

経済計画にはじまるが，

26) こ白意味で所帯倍増計画は農業基本法を必須としていたロ逆に農業基本法は所得倍増計画に基

本的に依拠していた。
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(2) 国民所得倍増計画は， (イ)国民生活水準の顕著な向上と完全雇用の達成

(，窮極目標J)， (司社会資本の充実，産業構造高度化への誘導， 貿易と国際経済

協力の促進，人的能力の向上と科学技術の振興，二重構造の緩和と社会的安定

の確保 (1中心的課題J)，付10年間での実質国民所得の倍増 (1計画の目標J)とい

う三段階の目標を掲げ〔第 1部第2章)， そのための手段として 1政府公共部

門の計画」と「民間部門の予測と誘導政策」とを示している27)。 しかし付)はた

てまえとしての目標であり，付が実質的目標， (ロ)はそれを実現する手段とみる

べきであろう o この実質的目標は，つづく第3章の「目標年次における経済規

模と構造」で国民所得の各循環局面を中心に具体化されている。国民所得勘定

を基礎においた計画作成万法は，まさに計画のこの目標と結びついていた。

ところで上記の 5つの「中心的課題」は，すべて経済高度成長をおしすすめ

るための生産基盤にかかわっている(最後の二重構造の緩和もその本質は労働力政

策にある〉。すなわち，高度成長を，労働力，エネノレギー(資源)，技術の面から

支えようとするものであった。実際，民間設備投資誘発の「アナウ Y スメント

イフェクト」冊以外に経済高度成長を実質的におしすすめたものが所得倍増計

画にあったとすれば，それは産業基盤育成公共投資.エネノレギ一転換の産業構

造政策，農政・文教を含む労働力・科学技術政策を政府が強力におしすすめた

点に求められる。

しかし，社会的総資本の再生産の局面の欠落した国民所得勘定に依拠する計

画作成法では3 生産局面は投資が国民総支出のー構成要素として考慮に入るだ

けである。計画の実質的内容(，中心的課題J)をなすこれらの点は， 2rJ個につけ加

えられ墨形をとらざるをえない。同じことは国民生活の内容に関してもいえる。

27) 経済審議会編『国民所得借増計画~ (昭和田年，大歳省印刷局)6-8頁.
28) 所得倍増計画のアナウンスメントイフヱグトに関しては，たとえば向揮正男編『中期経済計画
り解説j (昭和40年，日本桂済新聞社)18頁，渡部腫章『現代の経済陸軍~ (昭和44年，岩波書
信)を見よ。 なお鶴岡満章氏は日本町経済計画に関して次のようにのべているロ rr所得情増計
画』がまさにそうであったのだが，政府白長期経済計画なるものは，戦後の日本では，計画とし
ての意義をもつよりも，民間企業の投資意慾を促進することにのみ役割を果たしてきたようにお
もわれるoJ (鶴田満車『現代日本経済論』回和48年，青木書庖.75頁。)
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国民所得勘定にあらわれる国民生活は，国民総支出のー構成分子と Lての消

費支出のみである。かつての経済復興計画では，積み上げ方式という素朴な方

法に従うことに上り閏民生活の内容がいもおう計画作成の柱になりえたが，国

民所得勘定に依拠するようになったとき，それは失なわれてしまったのであるの

このあと昭和40年代に入り，物価・公害等の問題を通して富民生活の質的内容

を経済計画に入れざるをえなくなったとき，それらは計画のわくぐみ作成とは

、関係なく外からつけ加えられた。これは所得倍増計画の作成方法がもっていた

形式と内容の訴離という矛盾に起因する。

かくて，国民所得勘定に基礎をおいた形式的わくぐみと，実質的内容をなす

政策体系との内的関連を欠いた併存という形が，所得倍増計画からあらわれた

のである。この特質は，中期マクロモデルが経済計画のわくくみをつくるよう

になったとき，よりあ古3らさまになる。

結局，国民所得勘定に依拠する計画作成方法は，内容を捨象した GNP主義

を正面に押し出すことにより「所得倍増」計画の7ナウ Y旦メントイフ z クト

をいかんな〈発揮させた。計画作成方法からはみ出した国民生活の内容と生産

基盤育成のうち，後者はわくぐみ作成のそデノレと無関係な政策体系として計画

にもちこまれ，高度成長を実質的におしすすめた。その結果は国民所得勘定の

形式によって総括されて経済計画の成果として誇示されるはずであったが，あ

らかじめ示されていた「目標年次における経済の規模左構造」からは大きくか

け離れてしまったのである。その作成のときから形式と内容が訴離していたの

であるから，この狂いも当然の結果といえよう。

IV 中期マクロモデルと国民所得勘定

(1) 経済計画史上はじめて計量経済モデノレに全面的に依拠したものとして大

いに自画自賛された中期経済計画2めは， 超長期モデル，長期そデノレ，中期マク

29) I今回の『中期経済計画』では 最近世界的レベルにまで尭展主遂げつつあるわが園田『計
量経済学』を可能最大限に活用し，いわゆる『計量モデル』を駆使するこ左により，計画数値間
の斉合性を確保したことにおいて，経済計画史上， まさに画期的なものであるJ前出『中期/
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ロモデノレ，産業連関モデル，マクロ・産業連関連動モデノレの5つのそデノレをも

とにつ〈られた。そのうち「今回の中期経済計画において，マクロ的な計画数

値は， すべてこの中期マグロ丑デノレによって算出された」抑とされる中期マク

ロぞデノレは I第ーに， 43年における望ましい国民経済勘定の姿を 1組の与件

と政策手段の前提条件のもとに推定すること.第二に価格と賃金の水準の推移

をこの国民経済勘定と斉合的に説明すること，第三に43年までの経過年次につ

いても計画と実績のかい離についてのアフターケアを確実に行ないうること}u-，

を目的につくられた。すなわち中期マクロモデノレは「国民経済計算と結合した

計量経済学的手法」甜であった。この点をいま少しくわし〈みてみよう。

中期マクロモデノレは， 43個の内生変数と21個の外生変数をもっ43本の連立方

程式で構成されている。この43個り内生変数をそれが依拠する統計資料で分類

すると，国民所得統計23， 国富統計3， 労働力調査7，総理府・日銀その他の

物価統計6，通関統計2，金融統計(全国銀行貸付平均金利)1， 鉱工業生産指数

第1表中期マクロモデルの外生変数

政策変数

1.個人住宅キ

2 政府経常支出*

3 政府資本形成本

4.振替所得牢

与件変数

1目財貨以外白輸出* 8 輸入物価指数

2 個人の海外からの純所得* 9 通貨供給残高

;;個人目海外への純送金*

4 統計上の不突合キ

5 社会保険に対する負担司 5.長期資本自純流入*

6.官公事業剰余等キ 16 総 人 口

7.政府の海外への純支出*17 労働力人口

(注印は国民所得勘定白項目と対応するもの，
経清造酒庁編『中期経済計画Jl85-6頁より.

10.公定歩合

11.世界輪出(問主普賢)
12 世界工業製品
輸出物園指数

13 ダミー変数1

14 ダミー変数2

経済計画の解説.ll70:頁。ところが中期経済計画は閣議決定撞1年で廃棄され，経済計画史上もっ
とも揮命なものとなった. なお廃棄の経緯については， 拙稿「日本の睦揖計画と計量睦済モデ
ルJ(W;統計学』昭和49年，同文館，所'Ji)1.)毒照。
30)， 31) 経済企画庁編 r巾期経済計画~ (昭和40年，大蔵省印刷局)83頁。
32) 向上， 75頁ロ
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1となり，国民所得統計が過半を占める。それ以外の統計資料に依拠する内生

変数も，国民所得勘定関係の変数を補助する性格のものであるこ正は明らかで

ある。こうして目標内生変数はいや応な〈国民総年産を中心にせざるをえなく

なる。

加えてこの目標内生変数のシミュレーショ γのてことしての政策変数は，す

べて国民所得勘定の項目である〔第1表:。結局，内生変数の23個のほか，政策

変数7個，与件変数5個が国民所得勘定の項目と対応しており，これらを合わ

せると旧国民所得勘定の項目はほとんどすべて中期マグロそデノレにあらわれる

ことになる。

これだけでも，中期マクロモデノレと国民所得勘定との結びつきを知るのにじ

ゅうぶんであろうが，次にこのモデノレの構造を国民所得循環の見地からみてみ

る。

(2) 中期マクロモデノレは，大きく支出・調整・分配の三プロッグに分けられ，

第3図 中期マクロニモテ'ノレの構造

支出プロック 調整プロック

国民融支出 総合物価

個人消費 総合消費者物価

民間設備投資
卸売物価

生内 投資財物価

生変数内
民間在庫投資

査 個人住宅建築費

輸 出 軸出物価

戸 軸 入 貰 金

鉱工業生産指数
総就業者数

政府支出
雇用者数

タ生ト
輸入物価

個人住宅

総 人 口霊外生誼
世界貿易 聖教 労欄力人口

金 矛Ii 金 利

(投資岡敬、消費問教) Jl 
(半年ないし 1与のラッグ)

〔注〉前出『日本の経済政策と経済計画~ 81頁a

分配フロ yク

王子配国民所得

個人所得

個人可処分所得

内主査出入所揮

法人税

個 人 早足

三〉 間 接 実話

出人税負担率

個人税負担率

聖書外生交間接税負担率

掘替所得

金 矛目

J 
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それぞれのブロック内で内生変教の相互依存関係が完結する構成をとっている

(第3図)。

第一の支出ブロックでは，前期の実質個人可処分所得千実質(税引き〕法人所

得を前提に，政府支出〔政府経常支出・政府資本形成〕・個人住宅(投資〕の政策変

数，世界輸出・世界物価の与件変数のもとで，個人消費支出・生産者耐久施設

〔民間設備投資)， 民間在庫品増加・輸出・輸入等の国民総支出を構成する各項

目が決定される。重要な点は，同じ第一プロック内で，国民総生産がζれらの

支出項闘の和という形の定義式で与えられていることである。しかもこの国民

総生産に対する回帰式によって鉱工業生産〔指数〉が定まることになる。ここに

このそデJレの基本的特徴である有効需要原理の採用，生産局面の欠落をみQこ

とカミできる己あろう。

二番目の調整プロックでは，第一プロゲクで決定された国民総生産，鉱工業

生産指数(および一部の支山関係項目〕を前提に，総人口，労働力人口，輸入物価

を与件変数として，消費者・卸売・投資関係・個人住宅建築・輸出等の物価指

数， 雇用者数・就業者数・個人業主数・完全失業者数・完全失業率・賃金(雇

用岩 1人当たり所得〕等の労働・賃金関係の内生変数が決められる。注意すべき

点は，この第二ブロッグでは政策変数が与えられていないことである。たとえ

ば物価政策であるが，

消費者物価指数=58.9+0.959(1人当たb個人消費支出)十
0.391 (賃金上昇率)十0.336(労働生産生上昇率〉

/輸入物価 X原燃料輸入、
卸売物価指数=114.9+ 2.374{ 'r-~U/~~~̂J.ff;:~~1t-AIJ/\. ー

k 鉱工業生産指数 / 
12.29 (銀行貸付金利〕

として与えられる事?i曲指数の万程式には，生産・供給構造の説明変数はあらわ

れない制。すなわち需給士直接コントローノレする価格政策は導かれず，結局，

財政金融によって総需要を調整する間接的政策しか残されていない。

最後の分配ブロックでは，第二ブロックでえた価格関係をもとに国民総生産

33) 銀行貸付金利については41頁で後述する@
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が名目{じされ，それが法人・個人の所得に分配される叩。そこでは第二プロッ

クで決ま J た労働・賃金関係の内生変数と， 法人税・個人税・間接税の税率

(いわゆる政策ミラメータ )， 振潜所得・社会保険負担・官公事業剰余等の政策

変数を前提に，国民所得・個人利子賃貸料所得・個人業主所得・勤労所得・法

人所得・法人留保・個人配当等，分配局面の内牛変数が決定される。つづ、いて，

法人・個人の所得とも実質化と税引き可処分化の操作が加えられ，最後に，そ

れらの実質可処分所得が次期の第一ブロックの先決変数として与件化されるの

である。こうしてそデルは国民所得の循環をひとめぐりして完結するが，これ

を若干簡略化したフローチャートで示すと第4図のようになる問。

(3) 以上のように中期マクロモデルの変数と構造は， このそデノレが国民所得

勘定と表裏一体であることを示し℃いる。したがって，国民所得勘定がもって

いる理論的欠陥は，ただちにこのモデノレの欠陥となってあらわれる。これを少

し整理して列挙しよう。

(イ) 実物的循環とくに直接的生産過程が欠落していること。再生産の素材的

分析はおろか生産過程そのものの分析が欠落しているのである。これについて

は産業連関表がカバーするといわれるが， 産莱連関表は，生産額・附加価値

額・粗資本λ トック・設備投資額・労働力需要を25ないし60の部門に配分する

にすぎない。

(ロ) 生産ー供給面白具体的分析を欠いているため，物価は「宇目関の高い」需

要関係項目との回帰関係で説明されるだけとなる。したがってそこから出て〈

る物価政策ほ直接的な「所得政策」か間接的な「総需要調整策」に限定されき

るをえない。

34) なおこの第二フロックには，質金土昇半。説明変数に消費者物価上昇率が，消費者物価の説明
変数には賃金上昇率がそれぞれフラスの部教をもってあらわれる方程式が〈みこまれており，こ
れが賃金と梢費者物価のトν-l'オフを結果させるLくみになっているが，これについては，前
出拙稿「日本の経皆計画と計景経済モデル」をみよ。
35) 中期マクロモデルに関しては，前出『中期経済計画~73頁L 降，建兎 内田・渡部「戦樺日本
撞古寺の安定政時そデル 1954ー担J (市村田建元編『日木経済の計量砕祈』昭和45年j 東洋経許
新報社，所収〉参照。
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日本の経済計画と国局所得勘定 (359) 39 

り 素材的循環の欠落は国民牛活を支出国民所得の)項目におしこめ，その

実質的内容を切り捨てる。

付 高度成長の基本構造の分析を欠いたままケイ γズ流の有効需要仮説に依

拠しているため，第ー表の政策変数による国民総生産の増減を基軸に高度成長

をおしすすめるという単純な構想にならざるをえない。

(3) 中期マクロヱモデノレはこのあと，新中期マクロモデル(経済社会発展計画)，

改訂中期マクロモデノレ(新経済社会発展計画)， 中期マクロモデノレ 1973 (経済社

会基本計画〕と「発展」させられるが，その発展は基本的にはマイナーチェンジ

にすぎず，モデノレを国民所得の循環に応じて実質支出・調整・分配のプロック

に分けた上有効需要仮説を基軸に全体主構成Lょうとする基本構造は一貫して

保持された，とみてよい制。

第5図 中期 Y クロモデルー1973の構造

個人可処分所樽挫A府市

・圃・・・・・・・・・・・・圃
一一一一一一一一計Z宇冨..  

国民総支出剛蜘時一一一

民間2畑仕資民間叫醐ー
帥械桁I~

金銀行附金利金融酬帥噌師
国慨保有川冊減

(名目支出 分配プロック)

{主嬰外侮変.， (主要内生現総)

名巨国民総支

出とその肉駅

.人傑司..国民所得

個人製減観I I雇周者所得
社会保険負担(+(擁人留日米

錘噂支出( (恒人配当

経常補助金権 λ 所得

租幌

臥可処酬，

個人可処輔得酬肺酬

ハラ Jス 名目圃民総支出

金銀行附金利

(注〕経済審議会計量委員会『計量委員会第 4 次報告~ 2頁より，ただし太線はヲl用者。

8う〕 新中期マクロモデノレ，融町中期マクドモデノレ，中期マクロ毛テツレ 1973に関しては，経済審議
会計量委員会『計量委員会第一次報告』 く昭和42年，大蔵省印刷局)， 同『計量委員会第三次報
告f~~ (昭和45年，同)，同『計量委員会第四次報告~ (昭和48牛，同)参照。
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たとえば，各プロヅク内でのみ内生変数の相互依存関係が与えられブロヴグ

間は一方的な決定関係にあった中期マクロモデルに対し，新中期マクロモデノレ

では全体が一個の相互依存関係を構成するようにされた，という〔これは改訂巾

期マクロモデルにも継承された3。しかし具体的には，個人可処分所得が同期の個

人消費支出を決定する形に消費関数が変えられたにすぎず〔民開設備投資関数は

変わらない)， たんなる技術的変更にすぎない。

また，中期マクロモデル 1973では，新たに生産ブロックと金融ブロックが

加えられ，全体が5ブロック化された。これはそデノレの性格に基本的変更を加

えたようにみえるが，はたしてそうだろうか。中期マクロモデノレ 1973の構造

は第5図に示したとおりであるが，ブロック間の関係が一方的であった中期マ

Fロモデノレに対し，ブロック聞の関係が入りくんでいるようにみえる。しかし，

物価・賃金・労働ゾロックから実質支出プロックヘ向く線は実質化のためのデ

フレータ であり，名目支出・分配プロックから物価・賃金・労働プロックヘ

向〈線は賃金労働需要関数賃金調整関数にあらわれる労働と法人への分配率

を意味し，いずれも附随的な流れである。すなわち，基本的な流れは実質支出

プロザグから物価・賃金・労働プロザクへ，さらに名目支出・分配プロヅクへ

と一方的である。

これを金融ブロックに関してみると，じつは最初の中期マクロモデルには，

〔銀行貸付金手心=1.92+0.181(公定歩合)-0口0012(通貨供給残高増減額)+0.259 

〔ダミ 変数〕

という利子率関数が与えられていたが，金融当局の反対で「中期計画の外挿に

際しては，とくにこの式を利用せずは準政策変数として外生的に取扱われ

たJ>7lといういきさつがあ η た。これが資本主義の本質にもとづく計画の浴意性

のあらわれ，と批判された点であるが刊新と改訂の両中期マクロモデノレでも

37) 前山『中期経済計画~ 90買。
38) Konosuke Yamada， E∞nomic Planning in ]apan Critically Examined， Keio Econamic 
Studies， Vol. ::1， 1%5 
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銀行貸付金利は政策変数として外生的に与えられることになった。それが銀行

貸付金利 zだけでなく貸出量関係の変数 (L，=金融機関対民間貸出増減+同保

有有価証券増減，Bb=金融機関国債保有増減 DtDt>=貯蓄性預金増減十金融

債発行額〉も加えて内生化されたのは，設備投資関数において貸付金利が「資

金コストとアベイラピリティの両者をあわせ示す代理変数」とされていたのを

分離し，乙の関数の推定結果をよくするのが目的であった39)0 したがって内生

化された金融関係変数があらわれるのは，法人所得関数における zを除くと，

一連の投資関数〔民間設備，民間住宅，民間在庫〉と原燃料輸入関数に zが，また

民開設備投資関数に投資ファ Y ドとして Lb-B"があらわれるにすぎない。こ

うみてくると，金融ブロックの導入は有効需要の推定をよくすることを狙いと

していたことがわかる。

「一一ーー一一ー一一→一一一一一一ー一一一一一一一一一一一一一}→一一一一一一づ

第6図 中期マクロモデル 1973の生産プロックをめぐるフローチャート
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〈注) 桂済審議会計量委員会『計量蚕員会第4次報告115頁より。

39) 前出『計量委員会第四次報告j22:1(，号開は16頁ヨ

1""'"至宝=ョ

~I ~Jj，hlJ\歪E百
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次に生産プロックであるが，これは

Iog (能力国民総生産)=-3.99162+0.549526Iog (民間企業資本ストック+国鉄・電々

資本ストッグ)+0.567180log (労働時間指数×労働D質指数×労働力人口〉

十0.173654log (その他生産関連政府資本ストック〕十0.0ω99467(時間〕

+0.00168734 (ダミー変数〉

というコップダグラス型生産関数一本からなる。そしてモデノレのフローチャー

トからその関連部分をとり出すと第6図のようになる。すなわち生産プロヅク

は需給ギャップを通して民間企業設備投資と民間在庫残高デフレーターに影響

するのみであるが，その意義は前者に対してはるか大きい。ここでも有効需要

り推定をおもな役割として生産プロックは導入された， とみざるをえない。

中期マクロモデノレ 1973は第5図に示したように相互に入りくんだ5つのプ

ロックから構成されていに。しかし上にみてきたことは，同図の錯綜した関係

のなかで太線であらわしたものが基本的であることを示している。すなわち中

期マク F モテツLは「元来，財政金融政策による有効需要白調整を目的とした需

要サイド中心のそデノレとして開発されたものであるが， 以上の改訂によって

。1-期マクロ平デル 1973は，引用者入供給面と需要面および実体面と金融面との
相互依存関係がより有機的にIFi握できるようになるとともに，財政令融政策や

為替政策効果の分析がより有効に行なえるようになっているJ40lと自画自讃さ

れているが，国民所得勘定とー体化された関係におけるケイ Yズ流の有効需要

モデノレであるという特質は依然明確に保持されている， とみざるをえない。ま

たしたがって.37-8頁に示した4つの欠陥も克服されていなし、。

しかし，中期マクロモテソレ 1973になって i公害防除関係の変数は基礎デ

ータの関係から明示的に導入されていないが，環境問題の重要性にかんがみ，

政策シミュレーションでは，公害防除投資の経済効果が分析できるように配慮

されている」叫という改訂が加えられた点は， 後述するような経済計画と中期

マクロモデノレとの関連性の問題に関して，いささか注意を要する。(未完〕

40) 向上， 4-5貰。 41) 向上. 5頁.


